
（単位：千円）

平成31年度予算一覧表

平成 31 年度の一般会計の予算総額は 85 億
8,250 万 5 千円で、前年度当初予算より 19 億
2,946万 2千円の増となっております。
大きく増となった要因は、湯浅駅周辺整備事業で
現在建設中の複合ビルの工事やＪＲ湯浅駅のバリア
フリー化工事、駅前周辺整備に係る費用などで前年
度当初予算と比較し、12億 7,454万 7千円の増と
なったこと、また、近年の実績等から、ふるさとま
ちづくり寄附金（ふるさと納税）について、前年度
当初予算より5億円多い15億円で予算編成したこ
と、さらに、これも昨年以降取り掛かっております
栖原ポンプ場改築事業において本年度よりポンプ場
本体の工事に掛かるため、前年度当初予算と比較し
て２億5,950万円の増となっていることが挙げられ
ます。
次に、新規事業・拡充した予算などについて説明
させていただきます。
まず１つ目は、防災面の強化として、ブロック塀
の耐震化補助金の創設や地域別の津波避難計画作成、
災害時の廃棄物処理に係る計画作成、またＪＲ湯浅
駅南側の高架下に冠水時に注意喚起できるソーラー

式冠水システムを設置します。さらに防災教育とし
て小中学校でのジュニア防災検定を行います。
２つ目は、子育てしやすい環境づくりのために、今
まで15歳までとしていた子ども医療費の無償化を
18歳まで拡充します。また、小児インフルエンザワ
クチン接種助成の拡充も行います。そして第１子出
産時に子育てグッズをお渡しする出産祝いプレゼン
ト事業も新たに開始いたします。
3つ目は、健康の保持・増進のために集団検診の
回数を増加させるとともに、成人男性への風疹の抗
体検査費用やワクチン接種に係る助成も開始します。
そのほかにも、町内の道路改修予算の増額や、総合
センターの大規模修繕事業、湯浅広川由良広域マラソ
ンへの負担金など様々な事業を予定しております。
これらの新規事業や拡充した事業については、国・
県の補助金を活用したり、全国の皆様から応援頂い
たふるさとまちづくり寄附金（ふるさと納税）を有
効活用し、町民の皆様が誇れる町ゆあさ、町外の方
が訪れたい町ゆあさ、応援したい町ゆあさを目指し
て一丸となり取組んでいきますので皆様のご理解・
ご協力をよろしくお願いします。

一般会計予算概要

会　　計　　名 予算額

普
通
会
計

一般会計 8,582,505
同和対策住宅新築資金等特別会計 146,185
（会計間のやりとり） ▲ 11,830
普通会計の計　Ａ 8,716,860

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計 1,763,608
介護保険事業特別会計 1,310,553
後期高齢者医療特別会計 310,768

公
営
企
業
会
計

農業集落排水事業特別会計 50,082
駐車場事業特別会計 48,370

水道事業会計
収益的収支 276,575
資本的収支 93,477

公営事業会計の計　Ｂ 3,853,433
合計（Ａ＋Ｂ） 12,570,293
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普通会計
歳出総額

87億
1,686万円

普通会計
歳出総額

87億
1,686万円

総務費
30億 689万円
（34.5%）

普通建設事業費
18億 1,362 万円
（20.8%）

扶助費
9億 9,717 万円
（11.4%）

物件費
20億 2,674 万円
（23.2%）

公債費
6億 6,370 万円
（7.6%）

民生費
21億 4,389 万円
（24.6%）

土木費
7億 2,462 万円
（8.3%）

議会費 6,572 万円（0.7%）

その他　1億 3,710 万円（1.6%）
商工費 1億 5,797 万円（1.8%）

農林水産業費 1億 7,386 万円（2.0%）

依存財源
49億 4,565 万円
（56.7%）

自主財源
37億 7,121 万円
（43.3%）

衛生費
7億 1,433 万円
（8.2%）

公債費
6億 6,370 万円
（7.6%）

人件費
8億 7,655 万円
（10.1%）

補助費等
15億 936万円
（17.3%）

繰出金
6億 2,396 万円
（7.2%）

県支出金5億 9,211 万円（6.8%）

町債 
7億 5,164 万円
（8.6%）

地方譲与税・交付金等  2 億 9,889 万円（3.4%）

使用料及び手数料 1億 2万円（1.2%）

その他 2億 7,126 万円（3.1%）

ふるさとまちづくり寄附金
15億円（17.2%）

繰入金 7億 8,444 万円（9.0%）

地方交付税
21億 273万円
（24.1%）

国庫支出金 
12億 28万円
（13.8%）

町税
11億 1,549 万円
（12.8%）

その他
2億 576万円
（2.4%）

性質別グラフ 目的別グラフ

消防費 3億 2,936 万円（3.8%）

教育費 5億 9,942 万円（6.9%）

普通会計
歳入総額

87億
1,686万円

○地方交付税
福祉、教育、道路などの町の標準的な仕
事を行う上で、町税で不足する場合に、
その不足分を国が集めた税金の中から交
付されるお金です。

〇町税
町民の皆様が納めるお金です。

〇国庫支出金・県支出金
特定の事業を行うために、国や県から
交付されるお金です。

〇町債
特定の事業を行う財源として、国や金融
機関より借り入れるお金です。

〇地方譲与税・交付金等
便宜上国が徴収した税金から譲与・交付
されるお金です。

○補助費等
一部事務組合への負担金や各種団体への
補助金等に係るお金です。

○扶助費
法律等に基づき、社会保障制度の一環
として係るお金です。

○物件費
非常勤職員等の賃金、旅費、消耗品費、
委託料、備品購入費等に係るお金です。

○公債費
特定の事業を行う財源として、国や金融
機関より借り入れた町債の返済に係るお
金です。（いわゆるローンの返済です。）

○繰出金
一般会計から各特別会計に繰出すお金です。

○普通建設事業費
道路、橋りょう、公共施設等の新設・
改良等に係るお金です。

○自主財源
町が自ら徴収または収納できる財源（町
税、使用料等）のことです。

○依存財源
国または県がかかわる財源（地方交付
税、国・県支出金、町債等）のことです。

用　　語　　説　　明

※その他は、分担金、負担金、財産収入、繰越金、諸収
入です。
※地方譲与税・交付金等には、地方譲与税、利子割交付金、
配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税
交付金、自動車取得税交付金・環境性能割交付金、地方
特例交付金、交通安全対策特別交付金等が含まれます。

※その他は、維持補修費、前年度繰上充用金、予備費、積立金、
投資及び出資・貸付金、災害復旧事業費です。

※その他は、前年度繰上充用金、予備費、災害復旧費です。

寄附金寄附金附金
））

税税
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